
中小企業の海外展開支援策について

平成28年12月
中小企業庁

資料６



2013 2944 2869

2130
2851 2761

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000

01 06 09

製造業 その他（社）

（年）

5,630社5,795社

4,143社

資料：中小企業庁「中小企業白書2016年版」

＜輸出中小企業数（製造業）＞

＜海外に子会社を持つ中小企業数＞
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中小企業
6,346社

（72.4％）

中小企業の海外展開の現状
2002年以降、中小企業の製造業で直接輸出を行っている企業数及び中小製造業全体に占める割合は増加基
調にあります。また、子会社を持つ中小企業数及びその割合も増加基調にあります。



資料：中小企業庁「中小企業白書2016年版」 2

中小企業の海外展開の現状
海外進出している中小企業の国内従業員数は海外進出していない中小企業に比べ多く、また増加率も高い傾向
にあります。



ミラサポ事務局
（平日9:00～17:00）

ナビダイヤル（通話料有料）

0570-057-222
IP電話等からの番号（通話料有料）

045-330-1818

よろず支援拠点や地域プラットフォームが、個々の中小企業・小
規模事業者の課題に応じた専門家を派遣します。原則３回まで
無料でご利用いただけます。
創業、海外展開などテーマ別に、先輩経営者や専門家との情報
交換ができる場（コミュニティ）を提供します。

http://www.mirasapo.jp/
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国や公的機関の支援情報・支援施策を、わかりやすく提供します。
経営の悩みに対する先輩経営者や専門家との情報交換の場を提供します。

中小企業庁ポータルサイト「ミラサポ」

海外展開



知る・調べる
海外展開の目的の明確化

海外展開実現までのロードマップ
－ 主 な 支 援 施 策 活 用 の イ メ ー ジ －

海外展開の情報収集 事業計画の策定
専門家への相談

商談・契約交渉
契約成立／法人登記

販路拡大
海外投資代理店・バイヤー等の

海外パートナー探し

海外に進出する
海外の取引先・提携先等の開拓

）

■ ウェブマッチング（中小機構、ジェトロ）
■ 海外展示会への出展（中小機構、ジェトロ）
■ 海外バイヤーとの商談会（中小機構、ジェトロ）

商品開発

資金調達

STEP
１

STEP
２

■ F/S支援（中小機構）

■ 新輸出大国コンソーシアム（ジェトロ他）

計画する・準備する
国内での準備・計画策定

■ 情報収集（貿易投資相談等） （中小機構、ジェトロ）
■ 海外ビジネスの専門家による個別アドバイス （中小機構、ジェトロ）
■ 契約までのコンサルティング （ジェトロ）

■ 商品開発・戦略策定等
（中小企業庁）

■ 持続化補助金（中小企業庁）
■ ものづくり・商業・サービス補助金

（中小企業庁）

■ 海外展開相談

■ セミナー
（中小機構、ジェトロ）

事業の安定・拡大
海外販路拡大・現地拠点設立

STEP
３

STEP
４

■ 知的財産に関するアドバイス （特許庁、INPIT 等）
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■ 海外現地プラットフォームコーディネーターによるアドバイス （ジェトロ）

■ 融資の活用 （商工中金、日本政策金融公庫）
■ 信用保証制度 （信用保証協会）

事業再編

■ グローバル人材の育成
（HIDA、中小機構）

■ 事業再編支援（中小機構）



新輸出大国コンソーシアム①（総合的な支援体制）
海外展開を図る中堅・中小企業に対して、専門家が寄り添い、販路開拓や進出等について、様々な段階に
応じて、場合によっては、複数の機関が連携して、総合的な支援を提供します。

専門家による支援（ハンズオン支援）

各支援機関は、活動方針や取組事項につい
て、数値目標の設定などの具体化を図った計画
を策定し、共有。
取組事項について、支援機関相互でどのような協
力ができるか、様々な可能性を模索し、支援機
関間の連携を深める。
輸出促進に向けてさらに講ずるべき政策について
検討。

JETRO
NEXI

JICA

中小機構 日本規格協会

商工会

商工会議所
その他機関

自治体

NEDO

支援機関相互の緊密な連携
（ワンストップ窓口） より緊密な連携に向けた今後の進め方

新輸出大国コンソーシアム構成機関による会議

支援機関が連携して、中堅・中小企業の海外展開
を支援。

海外ビジネスに精通した専門家が寄り添い、販路開
拓や進出等について、様々な段階で中堅・中小企
業を支援。

5
お問い合わせ ジェトロ コンソーシアム事務局

0120-95-3375（サポートホットライン）



新輸出大国コンソーシアム②（専門家による支援）
新輸出大国コンシェルジュを全国に配置し、地域に密着した運用を行うとともに、専門家による強力な個社支
援を提供します。
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海外展開の実現までの
ハンズオン一貫支援

(公募で採用された500社/年）

海
外
展
開
を
目
指
す
中
小
企
業
等

相談
コンソーシアム

参加機関
政府系機関、地方自治体、

地域の金融機関、商工会議所等

コンソーシアム
参加機関

政府系機関、地方自治体、
地域の金融機関、商工会議所等

新輸出大国
パートナー

新輸出大国
コンシェルジュ

新輸出大国
エキスパート

企業からの相談対応と
参加機関への橋渡し
（各県ジェトロ貿易情報

センターに配置）

取次

積極的なＴＰＰ活用を
企業に提案（営業活動）

新輸出大国コンソーシアム

専門分野（サービス、農業
等）での個別相談支援



知る・調べるSTEP 1
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セミナーに参加したい

ジェトロの海外・国内のネットワークを駆使して、ジェトロ東京及び全国の事務所
等で、最新の国際ビジネス情報を提供します。
各国・地域の経済、貿易、投資、産業を掘り下げて解説します。

参加型セミナー 【ジェトロ】

[料金等] 無料
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/events/seminar/

企画型セミナー 【中小機構】

中小機構が、海外ビジネスの専門家を
セミナーの講師として無料派遣

主催者が、セミナー内容を企画
（中小機構より企画サポートもあり）

各専門家の経験・知見に基づき、
海外の最新情報や事例を紹介

謝金・旅費など
講師に係る費用は、
中小機構が負担

主催者側は下記を担当
①開催企画
②会場手配
③参加者募集

[料金等] 無料
[公募期間] 随時受付

中小企業支援機関や中小企業関係団体、金融機関等の皆様
が、国際化に関心を持つ中小企業を対象にセミナーを開催し、併
せて個別相談会を実施する場合に、中小機構から講師の派遣な
どを行います。

セミナーの例
セミナー名 開催日 開催地

「海外販路開拓セミナー」台湾企業との連携によるビジネスチャン
ス 12月14日 熊本

インド・アンドラプラデシュ州（AP州）における投資機会セミナー 12月15日 東京

TPPを契機とした海外販路開拓セミナー 12月20日・
21日 徳島

米国ビジネスセミナー －米大統領選後の日米経済展望－ 12月21日 大阪

食品輸出のための商談スキルセミナー 1月17日 出雲

ワールド・ビジネス・フェスタ2017 1月20日 東京
海外市場開拓における知財保護・戦略セミナー：海外展示
会・商談会における知的財産侵害対策 1月26日 岐阜



ジェトロのウェブサイトで世界70以上の国・地域のビジネス情報を集めた
データベースから必要な情報を無料で入手できます。

東京と大阪にある国際ビジネスの専門図書館で、どなたでも無料でご利用
になれます。
ジェトロの海外事務所を通じて収集した世界各国の統計、会社・団体名
簿、貿易・投資制度などの基礎的資料、関税率表などの実務に直結する
資料等、多岐にわたる資料を取り揃えています。各種データベースもご利
用いただけます。

海外ビジネス情報 【ジェトロ】

ビジネス・ライブラリー 【ジェトロ】

知る・調べるSTEP 1
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情報収集したい

[料金等] 無料
[ご案内] http://jetro.go.jp/world/

[料金等] 無料
[ご案内] http://jetro.go.jp/library/

海外ビジネスナビ 【中小機構】
海外展開を検討・実施している中小企業の皆様に、海外への事業展開に
関する実務情報・取組み事例をタイムリーに掲載します。

[料金等] 無料
[ご案内] http://biznavi.smrj.go.jp/



これから海外展開を目指す中小企業の参考となるような、海外進出済み中小企業
の進出先国に対するリスク認識と近時の海外進出企業が直面する可能性が高い
想定事例をまとめた「各国別リスク事象一覧」を公表しました。

知る・調べるSTEP 1 情報収集したい

[料金等] 無料
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/report/082284.html

各国別リスク事象一覧 【中小機構】

例
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1 インフラの未整備 公共交通機関･飛行機･船舶の不通･遅延
電気･水道･通信網の途絶 C B B B C C D D C A D D

2 現地パートナー・提携
先とのトラブル

不利益な契約締結、合弁先との見解の相違
取引先の不適切な対応による納期遅延 C B B B B B C C B B C C

3 資金調達上の障害 為替管理制度の変更や為替変動に伴う損失
親子ローン取り扱い規制に関するトラブル C B B B B B C B B B D C

4 技術流出・情報漏え
い

従業員等の内部者による技術情報の漏えい・紛失
外部からの不正アクセスによる機密情報の漏えい C B B C B C C B B B C C

5 施設・設備に関する
事故・故障

設備の火災･爆発
メンテナンス不良による設備の故障 C B B B C C C C B B C C

6 製品・サービスの品質
不良 海外拠点で製造する製品および現地調達品の品質不良 C B B B C C C C C B D C

7 環境汚染 有害物質の漏えいによる土壌･水質･大気等の汚染
上記の結果生じる操業停止命令や環境NGOによる反対運動の発生 C B B B B B C B B A C C

8 顧客とのトラブル 売掛金の回収失敗
顧客からの納品予定製品の引き取り拒否 C B B B B B C B B B B C

9 商慣習・風俗・宗教
に関するトラブル

納期管理･コスト意識の違いによる取引先とのトラブル
現地慣習や宗教上の制約等に関する従業員への配慮不足 C B B C C B D C C B C D

10 取引に関する法令違
反

談合･ダンピング
輸出品の貿易規制への抵触 C B B B B B C B B B C C

販
売

事
業
運
営
上
の
リ
ス
ク

中小企業のリスク認識

カテゴリー リスク項目

調
達

生
産

DA CB リスク高リスク低

9

リスクに対する対処方法をご
紹介している「リスクマネジメ
ントマニュアル」もあわせてご
活用ください！

↓各国別リスク事象一覧（抜粋）



海外ビジネスを検討する際、さまざまな段階で発生する実務面の疑問点な
ど、貿易投資に関する各種ご質問を無料で受け付けています。（個別相
談は、原則として事前予約制）
経験豊かなアドバイザーが、ご相談に応じます。
ウェブサイトに貿易相談でよく寄せられる相談事例をQ&A形式で掲載して
いますので、ご相談の前にぜひご覧ください。
http://www.jetro.go.jp/world/qa/

国際化支援アドバイス 【中小機構】

貿易投資相談 【ジェトロ】

平成27年度アドバイス実績（国別） 平成27年度アドバイス実績（相談内容別）

計画する・準備するSTEP 2 海外展開の専門家に相談したい

[料金等] 無料
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/services/advice/

[料金等] 無料
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/advice/index.html

よろず支援拠点や地域プラットフォームが、個々の中小企業・小規模事業
者の課題に応じた専門家を派遣します。
原則３回まで無料でご利用いただけます。

ミラサポ専門家派遣 【中小企業庁】

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] https://www.mirasapo.jp/specialist/index.html

アジアへの海外進出をサポートするため、アジアの主要都市に実務経験が
豊富なアドバイザーを配置し、現地の経済・産業・制度情報、投資環境
等について無料で相談に応じます。
次の10ヵ国15ヵ所にアドバイザーを配置しています。

中 国 ： 上海、青島、北京
イ ン ド： ニューデリー、ムンバイ、チェンナイ
ASEAN ： バンコク、クアラルンプール、マニラ、ヤンゴン、シンガポール、

ハノイ、ホーチミン、ジャカルタ、プノンペン

海外投資アドバイザー 【ジェトロ】

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/services/advisor/

海外投資、輸出入や海外企業との業務提携など、中小企業の海外展開
に関する経営課題に対し、海外ビジネス経験の豊富な専門家が個別にア
ドバイスを行います。また、海外現地制度に精通した弁護士、会計士、税
理士などから専門分野のアドバイスを受けることも可能です。
アドバイスは「無料で」、「何度でも」ご利用いただけます。

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/services/briefing/

海外ブリーフィングサービス【ジェトロ】
世界約70ヵ所の海外事務所にて、現地一般経済情報やビジネス環境に
ついて、海外スタッフが無料で情報提供を行います。（海外事務所訪問
の6週間前より日本ご出発の4営業日前までにお申込みください。）

10



計画する・準備するSTEP 2
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ステップ1 国内での事前準備支援
①現地に精通した中小機構の専門家による現地調査に向けた

事前の計画策定支援として、海外現地情報の収集・分析、
アドバイスを実施

②現地調査の際に使用する資料の翻訳費用の一部補助
③事前の市場調査（資料調査）の実施と経費の一部補助

ステップ2 海外での現地調査支援
①現地に精通した中小機構の専門家が同行し、
海外現地での調査活動を支援

②現地調査で必要な旅費等の経費の一部補助

ステップ3 現地調査後の支援
現地調査で入手した資料による事業計画の
修正や見直しに係るアドバイス

海外ビジネス戦略推進支援 【中小機構】

海外市場に活路を見出そうとする中小企業・小規模事業者の本格的な海外展開に向けた戦略策定や販路開拓につなげるため、F/S（実現可能性調査）
支援に加え、Webサイトの外国語化等を支援します。

各分野及び輸出手続きについて、経験豊富なジェトロの専門家が、会社の状況や製品に合
わせて、輸出戦略の策定、海外見本市の随行、海外での商談の立会い等、契約締結に至る
まで最長2年間お手伝いします。（審査制）

輸出有望案件発掘支援 【ジェトロ】

契約締結アドバイス
商談支援

海外見本市随行
バイヤー情報の収集

マーケット情報の収集
輸出戦略のアドバイス

代金回収などアドバイス

対象分野は、農林水産物・食品、
デザイン製品・伝統産品、日用品
（中国・アセアン市場向け）、ファッ
ション（アパレル・テキスタイル）の４
分野です。
ジェトロの専門家による各種アドバイ
ス、海外出張への専門家の随行等
にかかる費用は無料です。

海外取引の足がかりとしての「取引先候補企業検
索」、現地スーパー等での「店頭小売価格調査」、
「関連法規制現地語（現地語原文）入手」、[統
計資料入手」といったワンポイント情報収集のお手伝
いをします。
１ユニット10,800円（税込、中小企業の場合）～
お調べします。（期間は最大2～3ヶ月、調査項目に
より値段は数万円～数十万円程度となることがありま
す。）

海外ミニ調査サービス 【ジェトロ】

事業化に向けて調査したい、計画を立てたい

[料金等] 初の海外展開企業向け：補助率２／３、上限140万円
[公募・受付時期] 公募終了
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/fs/069550.html

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/services/export/

[料金等] 10,800円(税込) ～
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] 
http://www.jetro.go.jp/services/quick_info/



小規模事業者持続化補助金 【中小企業庁】

計画する・準備するSTEP 2

複数の中小企業等が連携し、自らが持つ素材や技術等の強みを踏まえ
た戦略を策定し、当該戦略に基づいて行う商品の開発や海外展示会へ
の出展等のプロジェクトを支援することにより、中小企業の海外販路開拓
の実現を図ります。

１．戦略策定段階への支援
自らの強みを分析し、明確なブランドコンセプト等と基本戦略を固めるため、
専門家の招へい、市場調査などを行うプロジェクトを１年間に限り支援しま
す。
２．ブランド確立段階への支援
具体的なブランド確立及び海外販路開拓を図るため、専門家の招へい、新
商品開発、展示会出展等を行うプロジェクトを支援します。
海外販路開拓を継続的に支援するため、最大3年間の支援を実施します。

JAPANブランド育成支援 【中小企業庁】
中小企業による農商工等連携や地域資源を活用した新商品・サービスの
開発のための費用や販路開拓のための展示会出展のための費用の一部を
補助します。

ふるさと名物応援事業 【中小企業庁】

12

商品開発・販路開拓を行いたい

[料金等] 補助率２／３、補助上限額500万円、1,000万円又は2,000万円
※詳細は、下記HPをご参照ください。

[公募・受付時期] 公募終了
[ご案内] 
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/2016/160427ChiikiShigen
2koubo27.htm
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/noushoko/2016/160427Nousho
kou2koubo27.htm
[お問い合わせ先] 中小企業庁 経営支援部 創業・新事業促進課

TEL 03-3501-1767

[料金等] 【戦略策定段階への支援】補助率定額、補助上限額200万円
【ブランド確立段階への支援】補助率２／３、補助上限額2,000万円

[公募・受付時期] 公募終了
[ご案内] 
http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/chiiki/japan_brand/index.htm
[お問い合わせ先] 経済産業局

１年目 ２年目

戦略策定段階

●ブランド戦略
策定のための
市場調査等

市場調査

●ブランド確立、海外販路開拓の
ための専門家の招へい、新商品
開発、展示会出展等

３年目
2/3補助（各年とも2,000万円上限）

海外市場開拓

定額補助
（200万円上限）

複数の
中小企業者等
（４者以上）

ブランド確立段階

小規模事業者が、商工会・商工会議所と一体となって、経営計画を策定
し、販路開拓に取り組む費用（チラシ作成費用や商談会参加のための運
賃など）を支援します。

[料金等] 補助率２／３、補助上限額：50万円
（海外展開に取り組む場合は100万円）

[公募・受付時期] 平成28年11月4日～平成29年1月27日
[お問い合わせ先]
○商工会の管轄地域で事業を営んでいる小規模事業者の方
http://www.shokokai.or.jp/?post_type=annais&p=3972

○商工会議所の管轄地域で事業を営んでいる小規模事業者の方
http://h28.jizokukahojokin.info/



計画する・準備するSTEP 2
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商品開発・販路開拓を行いたい

革新的ものづくり・商業・サービス開発支援補助金 【中小企業庁】

株式会社エルム（鹿児島県南さつま市）
【会社概要】
光ディスク修復装置、RFIDやバーコード識別によるトレーサビリティシステム、LEDやフォトトランジスタ等の
電気的特性を検査する装置、
衛星追尾装置、平ネット自動包装機、農業害虫計数装置など、多様な分野に関わる装置を幅広く手がける。
資本金4,875万円、従業員52人

【採択事業計画】
自動修復機能と耐久性に優れるローエンド光ディスク修復 装置
CD、DVD、BD等の光ディスクの表面に生じた傷を修復する耐久性に優れ安価な自動修復装置を開発する。

【事業効果】
事業化を実現し、利益も上がっており、補助金額はすべて収益で返還。光ディスク修復装置は日欧米の
先進国を中心に37か国で使用され、世界的にトップシェア（９０％）を確保している。
現在の売上は、補助事業終了後と比較して１８％増。

海外展開事例

国内外のニーズに対応したサービスやものづくりの新事業を創出するため、認定支援機関と連携して、革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセスの
改善を行う中小企業・小規模事業者の設備投資等を支援します。

●第四次産業革命型 補助率２／３、補助上限額3,000万円
中小企業者等が第四次産業革命に向けて、IoT・ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ・AI・ﾛﾎﾞｯﾄを活用する
革新的ものづくり・商業・サービス開発を支援。

●一般型 補助率２／３、補助上限額： 1,000万円※

中小企業が行うサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善に必要な設備投資等を支援。
●小規模型 補助率２／３、補助上限額500万円※

小規模な額で行う革新的なサービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善を支援。
※雇用・賃金を増やす計画に基づく取組については、補助上限を倍増。

最低賃金引上げの影響を受ける場合は補助上限を更に1.5倍(上記と併せ補助上限は3倍)。

[料金等] 左記の通り
[公募・受付時期] 平成28年11月14日～平成29年1月17日
[ご案内]
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/sapoin/2016/1
61114mono.htm
[お問い合わせ先] 全国中小企業団体中央会

TEL 03-6280-5560



知財総合支援窓口 【INPIT】 海外知的財産プロデューサー 【INPIT】

計画する・準備するSTEP 2
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知財について相談したい

知財に関する悩みや相談をワンストップで受け付ける相談窓口を47都
道府県に設置しています。
中小企業等が経営の中で抱えるアイデア段階から事業展開、海外展開
までの幅広い知的財産の課題解決を支援します。

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] 知財ポータル（http://chizai-portal.jp/）
[お問い合わせ先] 全国共通 ナビダイヤル 0570-082100

海外知財専門家が全国どこでも無料支援！

【支援事例】
［A社］中国企業への直接輸出における契約上の留意点についてアドバイス。技
術流出リスクを低減する有利な条件で契約締結し事業開始。その後拡大中。
［B社］ 海外でのブランド戦略や中国代理店との契約関係についてアドバイス。支
援を機に知財の重要性に気付き、順調に海外展開。

海外知的財産プロデューサーによる
平成27年度の支援件数：384件

※地図上のプロットは平成26年度の支援企業等所在地

年間80回以上のセミナーを実施！

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.inpit.go.jp/katsuyo/gippd/index.html
[お問い合わせ先] (独)工業所有権情報・研修館（INPIT）

知財活用支援センター海外展開知財支援窓口
TEL 03-3581-1101(3823)
メール：PA8200@inpit.jpo.go.jp

海外展開における知財面の権利活
用とリスク低減等について、全国各地
でのセミナー開催、個別企業や団体
への無料講師派遣を行っています。

企業での豊富な知財経験・海外駐
在経験を有する海外知的財産プロ
デューサーが、全国各地の企業にお
伺いし、事業計画を把握した上で知
財戦略等について無料でアドバイス・
支援します。



売
り
手

（
中
小
企
業
）

買
い
手

（
大
手
メ
ー
カ
ー
等
）

展示会・商談会

ウェブ上での
マッチング

職員・専門家による支援

J-GoodTech（ジェグテック） 【中小機構】

引き合い案件データベース （TTPP） 【ジェトロ】

海外に進出するSTEP 3
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「J-GoodTech（ジェグテック）」
は、日本の中小企業の優れた技
術や製品を集結したウェブマッチ
ングサイトです。
国内外に向けた新たな販路開
拓や他企業とのアライアンスのよ
り一層の促進を目指します。

「海外や日本の企業が登録し
た約30,000件の商品やサービ
スをご紹介します。登録、検
索、閲覧は無料です。
ご自身のビジネス案件をご登録
いただき、世界中に発信するこ
とも可能です。

越境ECマーケティング支援事業 【中小機構】

TPP発効による通関手続きの迅速化など、電子商取引に取り組
みやすい環境が整備されることに伴い、TPP参加国市場の獲得を
目指す中小企業・小規模事業者による電子商取引（EC）の
ウェブサイトを活用した海外市場への販路開拓を支援します。
具体的には、中小企業・小規模事業者に対し、ＥＣウェブサイト
出店に向けた勉強会、海外ＥＣ関連サービス提供事業者とのマッ
チング、ウェブサイト出店にかかる費用補助を実施します。また、海
外現地の商業施設において、ECウェブサイトに出店した商品のプロ
モーションイベントも開催します。

国内で海外への販路を開拓したい

[料金等] 補助率２／３、補助上限額100万円
[公募・受付時期] 公募終了
[ご案内] http://crossborder.smrj.go.jp/subsidy.html

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] https://jgoodtech.smrj.go.jp/

[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] https://www.jetro.go.jp/ttppoas/detail/indexj.html



CEO商談会 【中小機構】
アジア諸国の経営者等を招聘し、商談会、ビジネス交流会、座学講義や企業訪問等を実施し、日本の中小企業とアジア諸国の企業との交流促進を図り、
中小企業 経営者間の相互信頼関係の醸成を図ります。

交流促進の場を設定
海外企業と日本企業の経営者同士の交流の場を設けて情報交換を行い、ネットワーク構築と相互信頼関係の醸成を支援。
ビジネスパートナーの発掘に焦点
日本中小企業が海外のローカルパートナー企業とネットワークを構築しておくことで、経営リソースが限られ単独での進出が難しい場合でも、海外展開が進め
られるよう支援。

CEO of
SME

日本企業と連携を希望する
海外企業経営者

CEO of
SME

CEO of
SME 中小機構が

海外機関と連携し
選定・招へい

中小
企業

海外展開を目指す中小企業
（海外進出、販路拡大）

中小企業と海外企業とのマッチング
⇒現地パートナー、販路先の確保
⇒海外展開

中小
企業

中小
企業

商談会

【事例】ベトナム（2015年12月開催）
ベトナム投資計画省と連携し、ベトナムの自動車部品、金型企業22社を
日本に招へい。日本企業との商談会を開催した。

日用品、伝統産品、ファッション、農林水産品、食品、サービス分野において海外から有力バイ
ヤー・代理店候補を年間約300名を招へいします。
海外販路開拓を目指す日本企業とのビジネスマッチングを目的に年間約7０回の商談会を国
内各地で開催します。
地方自治体や業界団体等と連携しながら、効果的な商談となるよう事前に日本企業と海外バ
イヤーの双方のニーズを汲み取り、マッチングを行うことに加え、商談スキル向上を目指して勉強
会も開催します。

海外バイヤー招へい・商談会 【ジェトロ】

海外に進出するSTEP 3
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[料金等] 無料
[公募・受付時期] HPをご確認ください。
[ご案内] https://www.jetro.go.jp/events/tradefair/

[料金等] 無料
[公募・受付時期] HPをご確認ください。
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/ceo/

国内で海外への販路を開拓したい



１．出展前の支援 海外販路開拓のためのアドバイスや研修
◇出展準備のためのアドバイスや情報提供
◇商談資料の翻訳、印刷支援をします。

２．出展後の支援 商談成約までのアドバイス
◇成約に向けた契約内容・方法・貿易実務のアドバイス
◇海外市場ニーズに応じた製品改良などの支援

海外展示会出展サポート 【中小機構】

2016年度の主な支援対象（予定）展示会
展示会名 分野 開催都市 会期

NY NOW 夏展 デザイン 米国 8/20～8/24

VietWater 環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ ベトナム 11/9～11/11

Medical Design and 
Manufacturing West 
2017

医療機器・ﾊﾞｲｵ等 アメリカ 2/7～2/9

Ambiente デザイン ドイツ 2/10～2/14

中小機構では、ジェトロが海外展示会において出展する「ジャパン・パビリオ
ン」の参加中小企業を対象として、「海外展示会出展サポート」を実施し
ています。
出展前の準備から出展後の成約に向けたフォローまで、専門家によるアド
バイスや、商談資料・英文ホームページ翻訳などの支援を行います。

海外に進出するSTEP 3
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海外で直接販路を開拓したい

[料金等] 翻訳費用の３分の２を補助
[公募・受付時期] HPをご確認ください。
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/news/065251.html

ジェトロが主催・参加する海外見本市・展示会の「ジャパン・パビリオン」への
出展をサポートします。
出展支援を行う海外見本市・展示会数は年間80件以上。
ジェトロが一部出展経費を補助します。ただし、対象の見本市・展示会に
よって異なります。
ジャパンパビリオンに出展する主なメリット
◇短期間に海外の有力なバイヤー等と効率よく商談できる。

海外見本市・展示会出展支援 【ジェトロ】

[料金等] 出展経費の一部を補助 [公募・受付時期] HPをご確認ください。
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/services/tradefair/ 

◇ジャパンブース内に出展するため、広報効
果・集客効果が高い。

◇各種サービスをパッケージで提供するため、
単独出展より安価。

◇中小企業向けに一部出展経費を補助。
◇展示会主催者との複雑な手続きや交渉の

負担を軽減。

ビジネスアポイントメント取得サービス 【ジェトロ】
ご指定の外国企業との商談アポイントメントの取得をお手伝いします。
具体的な商談を目的としたアポイントメントを対象としています。
先方にとって直接具体的なビジネスに繋がらないアポイントメント（視察、イ
ンタビュー目的など）は本サービスの対象外です。

[料金等] 12,960円(税込)／1社1回 ～
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/services/appointment/



インドネシア
（ジャカルタ／スラバヤ）

フィリピン（マニラ）

ベトナム（ホーチミン）

ベトナム（ハノイ）

インド
（ムンバイ）

タイ（バンコク）

インド（チェンナイ）

中国西部地域
（重慶／成都）

ミャンマー
（ヤンゴン）

ブラジル
（サンパウロ）

米国
（サンフランシスコ）

香港

中国東部地域
（上海）

カンボジア
（プノンペン）

バングラディシュ
（ダッカ）

中国北部地域
（北京／天津）

ドイツ
（デュッセルドルフ）

中国南部地域
（広州／深圳／厦門）

マレーシア
（クアラルンプール）

台湾 （台北) 

１．海外現地にて海外展開の際に抱える課題解決を支援します。
・ 現地での知見や地元政府当局、地場企業等とのネットワークに強みのあるコーディネーターを配置し、個別のご相談を一元的に承ります。

２．必要なサービスの提供や紹介、各種専門家への取次ぎ等を行います。
・ 法務・会計・労務、資金調達、人材確保、パートナー発掘、拠点設立や移転・撤退に関する諸手続など専門的なご相談も広くお寄せください。
・ ご相談に応じて、専門家（法律・会計事務所、コンサル会社等）のもとまでおつなぎし、各種サービスを通じて課題を解決します。

中小企業海外展開現地支援プラットフォーム 【ジェトロ】

ＪＩＣＡ

ジェトロ
海外事務所

コンサル

日本人商工会議所

在外公館

法律・会計事務所 金融機関

ＨＩＤＡ

自治体事務所
PFｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

人材派遣

プラットフォームのイメージ図

海外に進出するSTEP 3
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[料金等] 無料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] https://www.jetro.go.jp/services/platform/

海外進出時・進出後にサポートを受けたい

メキシコ
（バヒオ地域／

メキシコシティ）



短期のオフィススペースの提供とアドバイザーによるコンサルティング・サービ
スで、海外ビジネス立ち上げ時のコストとリスクを軽減します。
次の5ヵ国7ヵ所にビジネス・サポートセンターを設置しています。

タイ・バンコク （10室（中小企業のみ））
ベトナム・ハノイ （3室（中小企業のみ））
フィリピン・マニラ （2室）
インド・ニューデリー （5室）
インド・ムンバイ （3室）
インド・チェンナイ （5室）
ミャンマー・ヤンゴン （3室）

設置国 入居手続料 入居期間中小企業 大企業
タイ、ベトナム 32,400円 － 3ヶ月

フィリピン、インド 21,600円 67,900円 2ヶ月
ミャンマー 32,400円 78,700円 70日間

ビジネス・サポートセンター 【ジェトロ】
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海外に進出するSTEP 3 海外進出時・進出後にサポートを受けたい

[料金等] 下記の通り [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.jetro.go.jp/services/bsc/

中小企業海外展開支援弁護士紹介制度 【日本弁護士連合会】

[料金等] 有料 [公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/support.html
【お問い合わせ先】 日本弁護士連合会 企画部国際課 中小企業海外展開支援係

TEL 03-3580-9940

日本貿易振興機構（ジェトロ）、東京商工会議所、日本政策金融公
庫、国際協力銀行と連携し、相手国側の企業・団体との契約書のチェック
等で法的知見を必要とする場合や、トラブルでお困りの場合に、アドバイスを
する弁護士の紹介を行います。
初回相談料３０分は無料。その後は１０時間まで相談・執務等に要した
時間３０分ごとに10,000円（税抜き。10時間経過後は担当弁護士に
別途相談。実費は別途）

ジェトロ、東京商工会議所、日本政策金融公庫、国際協力銀行から説明
を受け、申込書を入手
・本制度の利用機関となっている中小企業支援団体、新輸出大国コンソーシアム参加支援機関、日弁連会員

（弁護士）からご紹介を受けた場合にも対応しています。

ステップ１

日弁連に申込書をFAX。担当弁護士から連絡が入り、面談を予約
・申込書の送信先は、日弁連 国際課（FAX:03-3580-9840）です。
・ご紹介する弁護士は、札幌地域、宮城県、東京都、神奈川県、新潟県、愛知県、京都府、大阪府、広島県、

香川県、福岡県に事務所がある弁護士のうち、原則として、国際的な企業法務・取引法務の経験が３年以上
あり、海外留学・海外執務経験か、一般的な海外ロースクールに留学可能または基礎的な国際業務に対応しう
るレベルの外国語力のある弁護士です。

ステップ２

担当弁護士と相談
・業務終了後、相談料をお支払いください。初回相談（３０分まで無料）で終了することもできます。

ステップ３



海外展開支援（オーバーシーズ21） 【商工中金】
日本公庫が、海外展開もしくは海外展開事業の再編に必要な設備
資金および長期運転資金（海外企業に対する転貸資金を含む）を
長期固定金利で融資します。

◇貸付限度額： 中小企業事業 ７億２，０００万円
（うち運転資金 ２億５，０００万円）
代理貸付 １億２，０００万円

国民生活事業 ７，２００万円
（うち運転資金 ４，８００万円）

◇貸付期間： ２０年以内（運転資金は７年以内）
◇貸付金利： 基準利率 ・ただし 一定の要件を満たす場合

基準利率から最大0.9%の金利引下げ措置を受けられます。
（※）基準利率：中小企業事業1.30%、国民生活事業1.85%（平成28年7月現在）

日本公庫

中小企業・小規模事業者

海外子会社等

（注）支援イメージ

融資

①出資
②転貸

③生産委託

海外市場

④販売強化

海外展開・事業再編資金 【日本政策金融公庫】

海外に進出するSTEP 3
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資金を調達したい

[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/kaigaitenkai_t.html
[お問い合わせ先] 日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル

TEL 0120-154-505

中小企業の海外現地法人の事業開始または拡大に必要な資金の融資、輸
出・輸入にかかる貿易決済、各種情報提供等を行います。
商工中金の各営業店でご相談をお受けします。

◇親子ローン…親会社からの転貸形式にて現地法人に貸付
◇現地法人貸付…商工中金が現地法人に対して国内支店またはニューヨーク

支店から直接貸付
◇グローバルニッチトップ支援貸付…特定分野に優れ世界で存在感を示すグ

ローバルニッチトップ企業を目指す中堅・中小
企業等に対し、長期資金を貸付

◇スタンドバイ・クレジット…商工中金が海外の現地金融機関に対し債務の保
証を行い、現地金融機関が現地法人に直接貸付

◇外国為替業務…輸出・輸入にかかる貿易決済、先物為替予約等
◇税関関連保証…輸入品に係る関税等の納付債務の保証

[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http:/www.shokochukin.co.jp/finance/case/overseas.html
[お問い合わせ先] 商工中金 国内外の営業店

国際部 海外展開サポートデスク TEL 03-3246-9450

信用保証制度 【信用保証協会】
中小企業が海外に設立した法人に対して出資、貸付をする際の資金を借り入
れる場合に、信用保証協会が債務保証をします（海外投資関係保証制度）。
海外子会社が現地金融機関から融資を受ける際に、国内金融機関が当該
現地金融機関に向けて発行する信用状に関し、国内金融機関に対して親会
社（国内の中小企業）が負担する債務について、信用保証協会が債務保
証をします（特定信用状関連保証制度）。

[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.zenshinhoren.or.jp/model-case/kaigaitenkai.html
[お問い合わせ先] （一社）全国信用保証協会連合会 TEL 03－6823－1200



海外展開管理者・実務者研修 【中小機構】

研修・専門家派遣事業（技術協力活用型・新興国市場開拓事業）
【HIDA】

＜研修コースの例＞
海外展開事業管理者研修 ［９日間 75,000円]
海外販路開拓のための英文契約と貿易の実務

［３日間 28,000円]

海外事業展開のキーパーソンとなる人材の育成のため、海外
展開における実践的なスキルを習得する研修を中小企業大
学校で実施しています。

日ASEAN経済産業協力委員会（AMEICC）拠出金
【HIDA】

日本企業の海外展開に必要となる現地拠点を強化するために、現地日系企業等
の現地人材の育成支援を行います
具体的には、現地日系企業等の現地拠点において経営・販売・開発・設計・製造
等に携わる幹部人材を対象に、日本での受入研修及び現地への専門家派遣を実
施します。

事業の安定・拡大STEP 4
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人材を育成したい

[料金等] 研修生の受入費、専門家の派遣費の一部補助
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.hidajapan.or.jp/jp/ikusei/index.html
[お問い合わせ先] （一財）海外産業人材育成協会（HIDA）派遣業務部、研修業務部

TEL 03-3549-3050、03-3549-3051

[料金等] 有料
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/institute/index.html

日本への受入研修

新興国の現地日系企業等から申請

・日本語、日本企業文化、
経営管理等の知識の習得

・製造技術等の習得
・現場でのマネジメントの習得

座学による研修

来日

日本企業の現場での研修

現地への専門家派遣

日本の協力企業から申請

・専門家受入企業の生産性向上
・専門家受入企業の品質向上
・経営・生産管理の改善
・ローカル人材育成等を支援

専門家受入企業での助言・指導

渡航

新興国の企業の中核人材として活躍

[料金等] 研修生の派遣費、専門家の受入費の一部補助
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] 
http://www.hidajapan.or.jp/jp/project/ameicc/3rd.html

日系企業の海外事業活動を促進するため、ＡＳＥＡＮ域
内の日系企業各社の取引先等における管理者層、技術者
層を対象とする人材育成を支援します。

＜支援内容の例＞
ASEAN域内（タイ等）に進出している日系企業の拠点において、その
周辺国（ミャンマー、カンボジア等）におけるサプライヤー企業の従業員
を派遣して行う人材育成に要する経費を支援。



事業の安定・拡大STEP 4
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海外子会社の経営改善に関するアドバイスを受けたい
海外事業のリスクに備えたい

海外事業再編戦略推進支援事業 【中小機構】
海外取引の開始により業績を上げる企業がある一方、現地における経営
環境の悪化等により、進出先での事業再編（海外現地での縮小・撤退、
第三国への移転等）を余儀なくされる企業も存在しています。
そこで、専門家が国内親会社、海外子会社を訪問し、調査・診断を行う
ことを通じて事業再編に資する選択肢（経営改善、撤退・縮小、第三国
への移転等）を提案します。

[料金等] 補助率２／３、補助上限額160万円
[公募・受付時期] 公募終了
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/information/092443.html

国内海外

①経営診断・調査
（海外子会社の管理状況等）

②事業再編に資する選択肢
（経営改善、撤退・縮小、第三国への

移転等）の提案

①経営診断・調査
（海外子会社の経営状況等）

事業再編の経験や専門的な知見を
有する専門家

中小企業基盤整備機構

国内親会社海外子会社

海外リスクマネジメントマニュアル 【中小機構】

[料金等] 無料
[ご案内] http://www.smrj.go.jp/keiei/kokusai/report/082284.html

海外での様々なリスクに備え、円滑な海外展開に繋げるため、リスクを事
前に確認し対応するためのマニュアルを作成しました。
付属のテンプレートに沿って作業することにより、リスクマネジメントのPDCA
サイクルの運用が可能です。
リスクマネジメントの基礎が20ページで分かる「基礎からわかる海外リスク
マネジメントガイドブック」もあわせて作成しました。

中小企業輸出代金保険 【日本貿易保険】
中小・中堅企業の輸出を促進するための専用商品です。
保険の引受により、輸出の際のカントリーリスク（為替制限、戦争、支払
国に起因する外貨送金遅延等）や信用リスク（取引先の倒産、貨物代
金の不払い）についてリスクヘッジします。
[公募・受付時期] 随時受付
[ご案内] http://nexi.go.jp/product/sme/
[お問い合わせ先] （独）日本貿易保険 本店営業第一部 お客様相談窓口

フリーダイヤル 0120-672-094 TEL 03-3512-7563
大阪支店 お客様相談窓口
フリーダイヤル 0120-649-818 TEL 06-6233-4019



○中小企業の海外展開が加速傾向にある一方で、既に海外展開を行っている中小企
業においては、進出先での事業再編（事業の縮小・撤退、第三国への移転等）に
取り組むケースも増加しています。

○このような状況等を踏まえ、海外事業の課題を克服するため事業再編に取り組んだ
現地日系企業の事例（28事例）を収集し紹介するとともに、海外事業再編を行う
に際して留意すべき事項等も整理し、公表しました。
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中小企業の海外事業再編事例集（事業の安定継続のために）
海外で事業活動を行うなかで、様々な経営課題を克服するため事業再編に取り組んだ中小企業の事例を取り
まとめました。

＜URL＞
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kokusai/2015/150616kaigai.html

海外の日系現地法人数とそれに占める親会社が中小企業の割合の推移

16,370 16,732
17,658 18,201 18,599 19,250

23,351
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22.2

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
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2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年

現地法人企業数 中小企業

社

1,686 1,890 2,260 2,730 2,808 2,868
5,183

中小企業の海外現地法人保有状況 直接投資から撤退した経験がある、または撤退を検討している中小企業

「撤退した経験がある」、「撤
退を検討している」企業を合
わせると計33％にのぼる



中小企業海外展開支援施策集中小企業海外展開支援施策集

○中小企業の海外展開を支援する２１の機関が行う１１２の施策を掲載しています。
○中小企業庁のホームページからダウンロード可能です。サイトではリンク機能が使えて

さらに便利です。

＜URL＞http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kokusai/2012/KTJirei.htm
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支援施策名をクリックすると、
クリックした施策の概要が
表示されます。

施策の使い方等を簡潔に説明して
います。
また、実施方法欄に記載のURLを
クリックすれば、実施機関のホーム
ページに移動できます。（2016年5月改訂）

海外展開を目指す中小企業の皆様にご活用いただきたい１１２の支援施策をとりまとめました。
本資料に掲載されていない施策もご紹介していますので、是非ご覧ください。

まだまだあります！海外展開の支援施策



その他海外展開支援の取組概要
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機密性○１．TPPを契機とした取り組み①
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TPP大筋合意を受け、ジェトロ、中小機構、商工会議所、金融機関等と連携し昨年12月から全国で説明会を開催。
これまで47都道府県で123回の説明会開催や講師派遣を実施し、のべ約8,600人が参加（8月末現在）。
今年度は、業種別のTPP説明やその活用策、原産地証明制度についての説明も実施するほか、海外展開に成功した中小企業が
経験を披露するイベント等も開催する（年度内に100回程度の開催を予定）。

説明会の開催

TPP大筋合意を受け、平成27年11月6日に経済産業局、ジェトロ本部・貿易情報センター、中小機構地域本部の計65カ所に
TPP相談窓口を設置し、相談対応体制を整備。
上記機関において約2万件※の問合せ・相談を受付（8月末現在、前年同期比20%増）。
※TPP加盟国、TPP合意内容等に関する問合せ・相談の総数

相談対応

海外展開に成功した先進的な事例を、経営者のおすすめ支援施策などとともにミラサポ上で発信（現在50事例） 。
該当ページへのアクセス数は18,000件以上（9月13日現在）。事例は今後も追加予定。
また、これから海外展開に取り組む中小企業を対象に、応援隊がパネルディスカッションや講演を通じて経験を披露するイベントを
開催中。既に北海道、宮城、東京、愛知、香川、福岡、沖縄で開催。本年中に全国のブロックで開催予定。

「我に続け、海外展開！」応援隊＜次ページ参照＞

TPP発効により今後TPP対象国への日本企業の進出が加速することを見据え、6月28日メキシコ（バヒオ地域およびメキシコシ
ティ）にプラットフォームを開設。（現在15の国・地域で21ヶ所に設置）
メキシコでは今後自動車産業関連の本邦中小企業の進出が見込まれ、各種の強みを持つプラットフォームコーディネーターを配置
し、中小企業の課題解決を支援する体制を構築。
東京において、当省政務が出席のうえ、各国のプラットフォームコーディネーターを集め、支援事例等の共有を図ることにより、更
に支援体制を強化するための会議を開催予定。

中小企業海外展開現地支援プラットフォームの機能拡充



機密性○

＜「我に続け、海外展開！」応援隊 掲載企業（例）＞

１．TPPを契機とした取り組み②
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＜ 「我に続け、海外展開！」応援隊 各地でのイベントの様子＞



機密性○２．平成29年度概算要求
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事業名【執行団体】 事業概要

海外展開戦略策定支援事業
【中小機構】

専門家が海外展開戦略の策定を支援。29年度要求においては、輸出と直接投資の特性を踏まえて支援メ
ニューを区分。
輸出企業：戦略策定及びWEBサイトの外国語化をスピーディーに支援。（補助上限50万円、補助率2/3）
直接投資：上記に加え海外現地での実現可能性調査も支援。（補助上限140万円、補助率2/3）

販路開拓支援【ジェトロ、中小機構】 海外展示会等を通じた商談機会の提供、商談後のフォローアップ等、段階に応じた支援を実施。

中小企業集約効率型・海外テスト
マーケティング事業（新規要求）

実店舗・EC双方での試験販売や消費者調査を実施し、その結果を参加企業に還元し、今後の販路開拓につ
なげる支援を実施。

中小企業海外展開現地支援プラッ
トフォーム【ジェトロ】

海外主要拠点（22ヶ所予定）において、官民支援機関と連携して個別課題の解決等を支援。

事業再編等支援事業【中小機構】 海外事業の課題解決のため、経営診断や事業再編に資する選択肢（経営改善、撤退、縮小、移転等）を
提供。（補助上限160万円、補助率2/3）

JAPANブランド育成支援事業
【経済産業局】

地域産品がもつ素材や技術等の強みを活かし、ブランドコンセプトの確立に向けた戦略の策定を支援。（補助
上限200万円、定額補助）
海外展示会出展等を通じてブランド確立や海外販路開拓に取り組む事業を支援。
（補助上限額2000万円、補助率2/3）

※上記のほか、経済連携協定利用円滑化促進事業、ローカルファイル作成・保存支援事業等を要求。

新たな1万社の海外展開実現達成に向け、平成29年度予算要求において、事業計画策定から海
外販路開拓、現地進出、進出後の課題や事業再編の対応まで一貫して戦略的に支援するための
予算を要求。

主な要求事業

概算要求額 ３４.８億円（前年度比＋１８.０億円）



機密性○３．中小企業の海外展開の進展状況～日本再興戦略「新たな海外展開1万社」～

日本再興戦略（2013年6月策定）において、「中小企業・小規模事業者の海外展開を更に進め
るため、今後５年間（2013年度～2017年度）で新たに１万社の海外展開を実現する」こととし
ている。
支援機関に対するアンケートの結果、 2013年度～2014年度においては4,200社が新たに海外
展開を実現。
本年7月にも支援機関に対しアンケートを実施した結果、2015年度の1年間で約2,300社が新
たに海外展開を実現。3年間で累計約6,500社が新たに海外展開を実現。
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調査対象の支援期間：
2015年4月1日

～2016年3月31日
送付先：
約53,000機関

アンケート概要 アンケート結果

各機関が支援した中小企業のうち、新たに海
外展開を実現した社数の合計は約2,300社。
海外展開実現結果のうち、独立行政法人、金
融機関による支援が過半数を占めており、ジェ
トロ（約600）、日本政策金融公庫（約
400）等となっている。

【支援社数の内訳】

（単位：社）


